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特許事務所業界の動向分析と今後の展望

弁理士数の増加，大企業の一方的な料金設定による価
格下落，企業知財部の分社化による事務所との競合問
題，外国出願の内制化など，特許事務所を取り巻く環
境は厳しくなっています。

【特許事務所の業界動向】
1．「売上」「一人当たり生産性」の低下

　図 1は，サービス業基本調査をもとに，平成 11 年
と平成 16 年の「従業員数」「常用雇用者数」「収入額」 

「経費総額」を比較したものです。平成 11 年から 16

年で「従業員数」「常用雇用者数」「経費総額」はほと
んど変化していません。特に注目したいのが，収入額
です。一事務所当たりの収入額は 1.732 億円から 1.257

億円と約 5 千万円減収しています。一人当たりの生産
性に換算すると，平成 11 年には 2,371 万円だったの
に対し，平成 16 年には 1,795 万円になっています。

　特許事務所全体としてみると，収入額，一人当たり
の生産性共に減少傾向にあるということが言えます。
2．大手特許事務所の売上は微増傾向

　一方で大手特許事務所の売上をみてみると，図 2
（東京商工リサーチ及び帝国データバンクに情報を公
開している上位 20 事務所の売上を合計したもの）の
ように平成 16 年から平成 17 年で収入額が前年対比
104％，平成 17 年から 18 年で前年対比 103％となっ
ており，微増傾向にあることがわかります。
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3．特許出願件数は微減傾向

　国内の出願件数は特許庁からの行政指導の影響もあ
るかもしれませんが，やや減少傾向にあります。現在
は約 40 万件で推移していますが，おそらく今後も大
きな変動はなく，40 万件前後で推移していくと思わ
れます。つまり，特許事務所にとって国内出願のマー
ケットは，ほぼ一定であると言えます。
4．弁理士 1人当たりの出願件数は 40件に

　国内出願のマーケットが微減傾向にある一方で，平
成 12 年の弁理士法改正以来，弁理士試験の合格者は
増加しています。1995 年には 3,795 人だったものが現
在では，約 7,500 人の資格者がいます。合格者が増え
ることで，すぐに競争が激しくなるとは言えませんが，
今後さらに競争は激化していくことが予測されます。
　弁理士 1 万人時代と言われますが，もし弁理士が 1

万人になったとしたら，出願件数を 40 万件と仮定す
ると 1 人当たりの出願件数が 40 件になります。2000

年には一人当たりの出願件数は 90 件以上あったので，
半分以下になるという計算になります。
　今までの話を整理すると，
　① 特許事務所全体としては，「収入額」「一人当たり

生産性」が減少している
　②大手特許事務所の売上は微増傾向にある
　③ 特許事務所にとっての既存マーケットは横ばいで

あり，今後もこのまま推移すると予測される
　④ 弁理士数が増え，今後さらなる競争激化が予測さ

れる
これらのデータから何がいえるでしょうか？これはラ
イフサイクル理論における成熟期から転換期に見られ

図 1　特許事務所の経営指標

図 2　大手 20 事務所特許事務所の売上変化
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る顕著な現象です。
5．ライフサイクル理論とは？

　我々は，コンサルティングを行う際に，必ずライフ
サイクル分析をします。人間に，誕生から幼年期，少年・
少女期，青年期，壮年期，老年期，そして死という一
生があるように，どんな業界，業種，商品，サービス
にも同じような流れがあります。これをライフサイク
ルと呼びます。永遠に右肩上がりでマーケットが広が
り続けるビジネスというのは存在しません。どんな商
品やサービスでも一定の市場を形成したものは，どこ
かで右肩下がりになります。
　ライフサイクルは大きく，①導入期，②成長期，③
成熟期，④転換期，⑤安定期の 5 期に分かれます。
　まずわかりやすくアパレルを例にとってみましょ
う。まず導入期というのは，ファッションリーダーと
呼ばれる新しもの好きの人たちが購入します。成長期
には，ファッションリーダーを真似て買うファッショ
ンフォロアーと呼ばれる人たちが購入を開始します。
　成熟期には一般の方も商品を認知し，購入を始める

ので生産量が増加し，価格競争もスタートし，値段も
下落し始めます。導入期，成長期というのは，供給＞
需要の関係ですが，成熟期に，需要と供給のバランス
が逆転します。市場にモノ余り現象が起きてきます。
安定期に入ると，購買経験が増え，お客さんも商品に
詳しくなってきます。あの商品なら大体○○○円くら
いという予算の概念を持ち始めます。あの商品なら○
○円と具体的な価格を指定し始めるので，お客さんに
とっての予算と価格が自分に合えば，購入します。
　このように，ライフサイクル上でどこに位置するか
によって活性化の手法は全く異なってくるのです。
6．特許事務所のライフサイクル

　特許事務所業界はこのライフサイクルのどこに位置
するでしょうか？
　弁理士の資格者が不足していた高度経済成長の時代
には，引く手あまたで，価格も今とは比べものになら
ないくらい高かった時代があったそうです。このころ
が導入期から成長期といえます。
　需要が一定の中で，供給が増えれば，競争が激しく
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なり，皆さんも実感されていると思いますが，低価格
化が進みますから事務所の経営はどうしても圧迫され
ます。特にクライアントが大企業の場合にこの傾向は
顕著に見られます。これが転換点であり，ここで特許
事務所が業界の中でどう動くかが課題となってきます。
　業務によっても異なりますが，特許事務所のメイン
マーケットである大企業の出願市場は転換点を過ぎ，成
熟期の後期か転換期の前期に位置すると分析しています。
　このライフサイクル分析は，何も右肩下がりの現在
を嘆こうということではなく，ライフサイクルの現状
に合わせた経営スタイルをとるべきだということで
す。経営において大切な原理原則の 1 つに時流適応と
いう考え方があります。よく経営者の仕事は変化対応
業であると言います。100 年続く商売の形というのは
そうはありません。どんな職業でも，どんな商売でも
環境の変化は起こるものであり，それを怖がったり，
忌み嫌うことなく，環境に合わせて，経営のスタイル
を変化させることが，経営者にとって必要だというこ
とです。時流適応には，具体的には 2 つの方法があり
ます。1 つはライフサイクル理論にあわせた経営手法
を採ることです。特許事務所のライフサイクルは，成
熟期にあり，もう間もなく転換期に入るでしょう。転
換期に入るということは，事務所の統廃合が進み出し，
全体のサービス提供者数が需要に見合ったレベルに戻
ることを指します。求められている事務所が，求めら
れている分だけ，生き残っていけるという時代です。
当たり前ですが，そういう時代には，求められる事務
所になることが最善の道です。
　既に事務所歴が長く，30 人以上の規模の事務所は，
まず成熟期の要素を備えましょう。これまでの資産を
活用しながら，経営において不十分だった要素を補い，
体制を整備します。その中で，伸びやすい分野と，維
持していく分野に，上手に人材を配置しながら，徐々
にシフトさせていくのです。
　これから事務所を開かれる先生やまだ規模の小さい
事務所は，転換期の要素にチャレンジすべきです。具体
的には特化型の事務所作りです。詳しくは後述します。
　もう一つの時流適応とは，導入期，成長期のビジネ
スへのチャレンジです。全体として成熟期にある特許
事務所のマーケットの中でも，導入期や成長期にある
テーマや業態は存在します。事務所経営を考える上で，
今後も成長が見込めるマーケットで展開するというの
は重要な要素です。例えば，知財のコンサルティング

というのは導入期のビジネスです。また，中小企業の
特許出願も成長期のビジネスと言えます。中小企業の
出願件数自体が飛躍的に伸びているということはあり
ませんが，中小企業をメインターゲットとした事務所
が少ないので，伸ばしやすい分野ではあります。この
ように，既存の業務，ターゲットから少し目線を変え
て，新たに導入期，成長期のマーケットに参入すると
いうのも一つの戦略です。

【成熟期～転換期における特許事務所がとるべき
戦略】
1．大型化と特化型

　成熟期において取るべき戦略は大型化・組織化です。
現在，一定以上の業務をこなせるキャパシティがあ
り，一定レベル以上の品質を維持できるように「品質
を標準化する仕組み」があり，無駄を省き効率化・シ
ステム化できている事務所へは新規の依頼が増えてい
ます。
　企業側からすれば，「依頼する特許事務所の数が増
えすぎると管理が面倒になる」「大量に依頼すること
で 1 件当たりの価格を下げる」といった理由が多いよ
うです。この傾向は国内企業だけではありません。外
内についても，海外の特許事務所が日本の特許事務所
に依頼するのに，複数の特許事務所を使うのではなく，
大手数事務所に集約するといった傾向がみられます。
　大型化・組織化していくには，戦略的な採用，充実
した教育制度，評価制度の整備，徹底したローコスト
経営，システム化といった要素が必要になります。
●戦略的な採用

　採用には 2 通りあります。欠員補充型の採用と未来
投資型の採用です。特許事務所に限らず，ほとんどの
会社が行っているのが，欠員補充型の採用です。「○
○さんが辞めてしまったから新しい人を採用しよう」，

「仕事が増えてきて人が足りなくなってきたから採用
しよう」といった理由の採用が欠員補充型の採用で
す。一方，未来投資型の採用とは，「将来うちの事務
所はこうなりたい，だからこういう人がほしい」「3 年
後にはうちの事務所はこうなっていたい，そのために
は 3 年後までにこのポジションを任せられる人がほし
い」といった理由からの採用です。ある程度規模があ
り，今後も事務所を拡大していきたいという事務所に
は投資型の採用が必要になります。ここで言いたいの
は，欠員補充型の採用がだめだということではありま
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せん。欠員を補充するという概念では，欠員の出たセ
クションの業務をこなすことが目的で採用するのです
から，今いる社員以上には人材は育ちません。将来へ
の投資も成長のためには必要だということです。
　また，優秀な人材を採用しようとすれば，採用にコ
ストもかかりますし，給与もそれなりに支払わなけれ
ばなりません。せっかく採用してもすぐにやめられて
しまっては，これまた経費がかさみます。採用に掛か
るコストは工夫次第である程度抑えることが出来ま
す。特許事務所で採用といえば，「○○新聞」が効果
が高いと以前は言われていましたが，現在では新聞広
告は効果が低くなっています。年間で 5 人以上採用す
るような事務所であれば，採用専門のホームページを
作ったほうがよいでしょう。また，効果的な採用媒体
と組み合わせることで，飛躍的に採用が効率的になり
ます。多くの特許事務所で，「採用ページをしっかり
使ってから，良い人材がきてくれるようになったし，
採用コストも抑えられるようになった」という声を聞
きます。
　採用には，教育制度も一つ重要な要素になります。
弁理士の仕事というのは，研修を受けたからといって
できるようになるものではありません。何年も現場で
の経験を積んでようやく一人前になれるものでしょ
う。中には教育制度なんて意味が無いという先生もい
らっしゃるでしょう。教育制度があるとないとでは，
所員の成長スピードが変わるというよりは，採用に大
きな効果があります。教育制度に魅かれて事務所を選
びましたという方が非常に多いのです。
●ローコスト経営

　今後ローコスト経営は特許事務所にとって極めて重
要な要素です。まず経費についての正しい認識がロー
コストを実現する上で非常に大切です。「すべてをロー
コストに」となると，所員のモチベーションが下がっ
たり，事務所のコストの締め付けが仕事がはかどらな
いことの言い訳になる場合があります。そこで，まず
経費を①人件費と②人件費外経費とに分けます。特許
事務所にとっては，人が商品であり，所員一人一人の
成長がそのまま事務所の成長につながります。ゆえに
人件費を削るということはあまりお勧めしません。そ
の代わり，人件費外経費は徹底的に削り，全体でロー
コストが実現できるのです。こうした経費についての
考え方がきちんと整理されずにいると，ただ「ローコ
スト」「経費削減」を叫ぶので，安易に人件費を削減

してしまう現状があるのです。
　こうした誤ったローコストは，結果として所員のモ
チベーションを下げ，優秀な所員の離職率を高める結
果になります。一番大切なのは，所員の心のメンテナ
ンスなのですから，所員のやる気をそがないローコス
トの方法を検討すべきです。
　また，人件費外経費も事務所によって様々だと思い
ますが，これも勘定科目の数だけ因数分解します。具
体的には，水道光熱費，通信費，旅費交通費，接待交
際費，消耗品費，福利厚生費等が挙げられますが，こ
れらの中での自社の無駄はどの項目にあるのか，また
どこから削ることができるのかを，きちんと把握しな
ければなりません。
　また，コピーの費用，オフィスでの文具にいたるま
で，きちんと管理することも大切です。当社では，文
具の無駄を見直しただけで，約 1,600 万円の経費の削
減に成功しています。所内を見渡せば，無駄なコスト
はたくさんあります。
　こうしたローコストの提案は，所長自らの指揮監督
の下に行われるか，外部のコンサルティング会社に
よってなされることが多いようです。しかし，現場を
一番よく知っているのは，現場の人間です。所員に改
善提案してもらうことが，実は一番のローコストにな
ります。当社では，「積極的な提案をすることで，経
費が削減できたら，削減分の 10％をボーナスとして
支払う」と社長が宣言しています。
　特許事務所でも，表彰制度などを活用し，うまくロー
コスト経営を実現している事務所もあります。ある事
務所では，賞与のほとんどは，コスト削減分で間に合っ
てしまうという事務所もあります。実は特許事務所の
場合に，利益率は事務所によってばらばらです。価格
下落が進み，事務所の経営が圧迫される現在では，徹
底したローコスト対策が必要になります。
2．特化型事務所

　大手事務所に仕事が集まっている一方で，規模の小
さい事務所の中には，クライアントの方針変更によっ
て関係が切れてしまうということが頻繁に起きていま
す。特許事務所の場合，事務所の売上のうちクライア
ント 1 社あたりの売上構成比が 90％以上ということ
もめずらしくありません。そのような事務所で，メイ
ンクライアントとの関係が切れてしまい，路頭に迷っ
てしまったという事務所が増えているのです。今後，
ライフサイクルが進むにつれて，こういった事務所は
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さらに増えていくと予想されます。
　そうならないための戦略として，転換期には「特化
型の事務所作り」が求められます。
　特化型事務所とは，何かの分野で一番を作るという
ことです。「日本で 1 番高い山は？」と聞かれると，
皆さんはなんと答えるでしょうか？ほとんどの方が

「富士山」と答えられるでしょう。では，「日本で 2 番
目に高い山は？」と聞かれると「え？」となってしま
う方が多いのではないでしょうか？ 1 番と 2 番の差
は，2 番と 100 番の差よりも大きいといわれます。こ
れは，山の話だけではなく，マーケティングの世界で
も同様です。もちろんすべての特許事務所に「日本で
1 番になってください」と言ってもそれは不可能です。
重要なのは，「力相応一番主義」「狭属性一番化」です。
日本で 1 番が難しければ，都道府県単位はどうでしょ
うか？都道府県が難しければ，市区町村でも構いませ
ん。機械分野で 1 番が難しければ，「自動車関連の機
械」でも構いません。「長野県で機械分野であれば 1番」
といったように一番化することが重要です。
　なぜ一番化が重要かというと，クライアントは 1 番
に注目するということもありますが，何といってもこ
れまで無個性だった事務所に，確固たる個性が植えつ
けられることで，所長や所員にプライドや自信が生ま
れ，モチベーションが出てくるのです。
　特許事務所の場合には，コンフリクトの問題が厳し
いですから，特化するということはあまりクライアン
ト数を増やせないということでもあります。しかし，
今後ライフサイクルが進むにつれてこういった事務所
しか生き残れなくなっていくのです。
3．導入期，成長期のビジネスへ参入

　特許事務所の業務の中にも，導入期・成長期のビジ
ネスはあります。例えば，「知財コンサルティング」
や「中小企業の特許出願」などがそれにあたります。
　導入期のビジネスというのは，クライアントの購買
経験が少ないというのが特徴です。「特許出願」とい
えば，どんなサービスかは明確にわかりますが，「知
財コンサルティング」といっても何をしてくれるのか
よくわかりません。
　まだごく一部ですが，すでに知財コンサルティング
で収益化している事務所もあります。知財コンサル
ティングにも色々ありますが，ここでいう知財コンサ
ルティングとは，例えば，「発明創出のコンサルティ
ング」「ライセンシング」「知財評価」「技術マッチング」

といったものを指しています。こういったサービスは
まだ市場形成段階です。認知度が低いので，啓蒙活動
が必要になります。また，どんなに素晴らしいノウハ
ウを持っている事務所が 1 つあったとしても，市場は
なかなか発展しません。競合がいくつか出てくると一
挙に市場が拡大し始めます。
　導入期のビジネスというのは，必ずしも成長期を迎
えるわけではありません。専門家の目線からニュービジ
ネスといったところで，ニーズがなければビジネスは成
立しません。しかし，知財コンサルティングですでに成
功している事務所もありますし，私自身企業の方と接し
ていて実に様々なニーズを感じます。ほぼ間違いなくこ
の分野は成長期を迎えるでしょう。
　導入期の新しい分野に参入して成功する最大のコツ
は，「モデルを見つけて徹底的に模倣すること」です。

「守・破・離」という言葉をご存知でしょうか？物事
を習得する段階を，3 つに分けたものです。「守」は，
既に存在するやり方を，“守る”という意味で，俗に
言えば“真似をする”ということでしょうか。「破」は，
そのやり方を“破る”ということですから，良い意
味で真似をし尽くし，オリジナルを極めるといことで
しょう。そして，「離」はそのやり方を“離れる”と
いうことであり，オリジナルから離れ，自分自身のス
タイルを探すということです。
　ここでいわんとしていることは，その順番が守→破
→離であるということです。自分自身の実力に関わら
ず，いきなり自分自身のスタイルから入っていくのは，
リスクが高く，成功率も低くなってしまいます。何よ
り，余程の才能があるか，才能があると勘違いしてい
る人が選ぶ道だということができるでしょう。
　数多くの経営者の方とお会いしていると，その道を
選ぶのに適していない先生ほど，その道を選ぶ傾向に
あり，その道を選ぶ才能のある先生ほど，王道の守→
破→離を選択しているようです。なぜこの順番を嫌が
る人が多いのでしょうか。それは，最初のステップで
ある「守」を安易にしたくないという人が意外に多い
ということのなのでしょう。真似をするというのは，
一見プライドを失いそうな行為でもありますし，その
オリジナルを知っている知り合いから，揶揄される可
能性もあります。しかし，真似をすることも出来ない
人が，オリジナルを追求して，確実に成功することが
できるでしょうか。真似をするといっても，守破離の
示す「守」は，徹底的に型を真似することを意味します。
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　つまり，型をしっかり学び，オリジナルに進むため
のガイドラインを把握するプロセスであり，さらに実
行する上でいかに徹底的にやることが重要かを教えて
くれるわけです。さらに言えば，型が既にこのように
存在するわけであり，その型を探すことにも意義があ
ると言えるでしょう。
　この世に成立するかどうかもわからない。独りよが
りのスタイルを，頭の中で考えて，一ヶ月過ぎるより
は，型を探すことの方が有意義であるようにかんじな
いでしょうか。ちなみに，私が存じ上げている特許事
務所の中でもトップクラスの経営者は，まだ開業間も
ない頃に，先輩で成功している事務所に，足しげく訪
問したとおっしゃっています。
　特に導入期のビジネスについては，こういった考え
方が重要になります。すでに収益化している事務所を
参考に始めることをお勧めします。

【ターゲット別マーケティング】

1．大企業に対するマーケティング

　大企業の場合，すでに複数の特許事務所に依頼して
いる場合がほとんどです。そういった企業から依頼を
受けようとすると，選ばれる理由が必要です。
　以前は，挨拶状を出せば，仕事がとれたという時代
もあったそうです。現在では，大手知財部の部長のと
ころへ特許事務所からの DM が大量に届くそうです。
中には，知財部に飛び込み営業をしているという話も
聞きます。
　先ほど，ライフサイクルのところでもご説明した通
り，選ばれる理由としては，キャパシティがあり，あ
る一定以上の業務を処理できる事務所か特化型で特徴
のある事務所ということになります。
　または，これまで特許事務所がやってこなかったよ
うな新しいサービスを切り口に依頼を受けるという方
法もあります。例えば，発明の創出コンサルティングを
切り口として，顧客開拓をしている事務所もあります。
　ライフサイクル理論の成熟期以降で，必ず追及して
いかなければならないのが，ユニーク・セリング・プ
ロポジション（USP）の確立です。これが確率出来て
いるのと，出来ないのとでは，その後 10 年間の経営
に圧倒的な差がつくといってよいでしょう。ユニーク・
セリング・プロポジションは，日本語に訳すと「独自
固有の長所」ということになるでしょうか。先生の事
務所にしかない特徴，それも顧客によって価値がある

と評価される特徴をそう呼びます。
　特許事務所でそんなのなかなか作れないよと思われ
るかもしれません。しかし，今なければ，それは意識
的に作り，磨きこむようにしないといけません。
2．中小企業に対するマーケティング

　単発の出願を嫌う先生には向きませんが，HP から
は一定の受注が見込めます。HP の内容や事務所の場
所にもよりますが，月 2 ～ 5 件程度は安定的に受注で
きます。中小企業開拓には，セミナーも有効な手法で
すし，出版，プレスリリース，チャネル開発など，や
り方は色々あります。士業全体に言えることではあり
ますが，特許事務所業界は他の業界に比べて，マーケ
ティングは遅れています。遅れているというのは逆に
言えば，チャンスでもあります。しっかりマーケティ
ングをやっている事務所には仕事が集まりますし，そ
うでない事務所はなかなか新規顧客を増やすことがで
きません。
　特に中小企業というのは，大企業に比べて，伸ばし
やすいマーケットです。大手企業は USP がなければ，
受注するのは難しいですが，中小企業の場合には上手
にマーケティング活動を行えば比較的簡単に新規開拓
することができます。
　大企業の場合には 1 社受注できれば，安定的に一定
量の出願が見込めますので，事務所の経営としては安
定します。しかし，その一方で依存傾向が強くなり，
実はリスクが高いのです。一般に 1 社当たりの売上構
成比が 10％以上になると危険信号と言われます。特
許事務所の場合，1 社あたりの売上構成比を 10％以下
に保てている事務所というのは非常に少ないのではな
いでしょうか。
　ですから，事務所の経営を考える上で，中小企業の
クライアントを安定的に開拓できる仕組みを持ってお
くというのはリスク回避になります。

【事務所の規模別マネジメント】

　特許事務所であれ，一般の企業であれ，どんな組織
でも規模における成長に，常に右肩上がりというこ
とはありません。よくいわれるのは，企業は N 字型
で成長するということです。N 字型というのは，あ
る段階までは右肩上がりで成長するものの，どこかで
踊り場のような段階があり，一定期間踊り場で成長が
ストップ，もしくは下り坂になり，また右肩上がりの
フェーズに入るということです。
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　この踊り場に入るのは，事務所によって状況は違う
ものの，一定の法則であり，右肩上がりの時代にうま
くいっていたやり方に限界が来たタイミングであるこ
とが多いとされています。
　それが事務所の人数でいうところの，1，3，7 の壁
と言われます。事務所の人数が 1 人，3 人，7 人，10 人，
30 人，70 人，100 人…と何らかの壁にぶつかるとさ
れているのです。
1．所長 1人 +家族の事務所

　明細書書きも事務作業も全て所長が 1 人でこなすも
しくは，事務作業は奥さんが手伝うという形の特許事
務所は多くあります。「仕事はあるが，人を雇うと一
時的に自分の収入も減るし，そこまで仕事を増やせる
か不安だし」といった理由から家族以外の他人を採用
することになかなか踏み出せない所長が多いようで
す。ある大手士業事務所の所長は「最初に他人を採用
するのに必要なのは，勇気だけだ」といっています。
2．所員 10 人以下の事務所

　ベンチャーの一里塚である 10 人で売上 1 億円とい
う状態までは，所長のマンパワーでもっていくケー
スが多いです。数年前までは，10 人以下の事務所は
収益性もよく，リスクも比較的少なく，一人一人の給
与も高く，経営しやすい規模だったのではないでしょ
うか。顧客数もそれほど多くなく，1 社ないしは 2，3
社のクライアントからの依頼で事務所の売上のほとん
どが形成されているといった事務所が多いでしょう。
現在では，環境が変化する中で，とても危険な規模と
いえます。所長の仕事は，業務処理を任せられる所員
の育成と，事務所の特徴作りです。
3．10 人～ 30 人の事務所

　この規模になってくると，所長は明細書を書く時間
を徐々に減らしていかなければなりません。この規模
からなかなか拡大できない原因として，所長が業務処
理や業務管理に追われて，経営者としての仕事をして
いないというのがよくみられます。所長が品質を気に
して，所員に仕事をなかなか任せられないということ
が多いようです。こういった事務所に事務所の強みを
聞くと，「明細書の品質（所長の）」という答えがよく
返ってきます。つまり事務所の強みは「所長の属人的
な品質」です。もちろん「品質を気にするな」といっ
ている訳ではありません。もし，より事務所を拡大し
ていきたいのであれば，所長以外で業務処理を任せら

れる責任者を配置しなければなりません。
4．30 人～ 70 人の事務所

　従業員が 30 人以上になると，業務管理を任せられ
る責任者が必要になります。ここでいう業務管理とは，
明細書のチェック，クライアントとのやり取り，トラ
ブル対応，納期管理，品質管理，教育といったことです。
10 人くらいの規模まで所長がやっていた仕事をこなせ
る人というイメージでしょうか。また，リーダークラ
スには明確に役割を与えなければなりません。30 人く
らいまでであれば，「なんとく A さんと B さんがリー
ダー的な存在」という程度でも組織として機能します
が，30 人以上になると明確に「A さんと B さんがリー
ダーで，リーダーに任せたい仕事はこれとこれとこれ」
というように役割を明確にしなければなりません。
5．70 人以上の事務所

　70 人以上になると，品質管理の仕組みづくりや，
独自システムの開発，評価制度の整備，数値管理と
いった管理体制を導入する必要もでてきます。また採
用にもこれまで以上にコストをかける必要があります
し，オフィスへの投資も必要になります。ここまでに
築き上げてきた資産を，社内体制の整備に投資すべき
でしょう。また，営業専門の所員を採用するというの
も一つの手段です。

最後に

　「特許事務所を取り巻く環境は，年々厳しくなって
おり，今後もさらに競争が激化していく」とよく言わ
れるように，暗い話題が多いかもしれません。ですが，
わたしはそうでもないと思っています。どんな業界で
も成熟期や転換期は訪れますし，今回ご説明させてい
ただいたように，取るべき戦略もきまっています。こ
れまで見てきた事務所の中には事務所の規模に関係な
く，成長しているところもあります。
　よく「特許事務所の業界は特別だから」「あの先生
は特別だから」「あの先生は先にやっていたから」と
いうお声もお聞きします。
　私は決してそんなことはないと思っています。時流
を正しく読み解き，その時流の変化に対応し，正しい
戦略をとれば，事務所の未来は明るいはずです。先生
方が勇気ある一歩を踏み出すためのご参考になれば幸
いです。
� （原稿受領 2008. 11. 10）


